
技研ホールディングス株式会社行動憲章 

前文 

 私たちは、「公正な競争を通じて利潤を追求するという経済主体であると同時に、広

く社会にとって有用な存在でなければならない」という企業使命を自覚し、お客さまは

もちろん、社員同士や取引先、株主、業界、行政、地域社会、一般社会等いわゆるステ

ークホルダーに対して、以下の行動憲章を定めこれを遵守することを宣言します。 

第１条（お客さまに対する姿勢） 

私たちは、常にお客さまの視点から事業を創造し、お客さまの立場で仕事に取

り組んでいきます（誠実さ） 

2.私たちは、私たちの商品・サービスを使ってくださる方々へ安全と安心をお届

けします（安全・安心） 

3.私たちは、お客さまのプライバシーを厳守します（守秘義務） 

第２条（社員に対する姿勢） 

私たちは、性・年齢・役職・出身校等で分け隔てすることなくお互いを共に働

く仲間として尊重します（人権尊重） 

2.私たちは、いずれの職場にあっても会社と仕事に誇りをもち前向きに取り組み

ます（誇り） 

3.私たちは、一人ひとりが担うべき結果について責任を果たします（自己責任） 

第３条（取引先に対する姿勢） 

私たちは、お取引先を大切なパートナーとして尊重します（パートナーシップ） 

2.私たちは、お取引先との「契約」に基づく対等な関係を維持します（契約） 

3.私たちは、公正で適正な取引を行います（公正さ） 

第４条（株主に対する姿勢） 

私たちは、積極的に情報を開示して、透明性の高い経営を目指します（経営の

透明性） 

2.私たちは、事業活動を通じて健全な利益を生み出します（株主利益） 

3.私たちは、企業活動の説明責任を負い、その理解を促進します（説明責任） 

 



第５条（業界に対する姿勢） 

私たちは、自由で透明、健全な市場競争を行います（競争原理） 

2.私たちは、他社の権利・財産を尊重し、自社の権利・財産の保護に努めます（他

社権利） 

3.私たちは、高品質の商品・サービスを提供し、その必要性と利便性を訴求しま

す（商品・サービスの必要性） 

第６条（行政に対する姿勢） 

私たちは、関係法令の遵守はもちろん、社会的な良識を備えた企業活動を進め

ます（法令遵守） 

2.私たちは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、一切の関

係を遮断します（反社会的勢力との関係） 

3.私たちは、適正な会計基準に則り、会計報告に虚偽等がないように努めます（会

計報告） 

第７条（地域社会に対する姿勢） 

私たちは、その地域社会の文化や規範を尊重し、地域の発展に貢献します（地

域社会尊重） 

2.私たちは、地域社会の一員として、地域行事等に参加します（地域コミュニケ

ーション） 

3.私たちは、地域住民の地元への愛着を尊重し、配慮した企業活動を進めます（地

域住民配慮） 

第８条（一般社会に対する姿勢） 

私たちは、社員一人ひとりが社会貢献を考え行動します（社会貢献） 

2.私たちは、身近にある環境問題に対応し行動します（地球環境） 

3.私たちは、循環型社会に適応した備品等を利用し、資源の保護に努めます（循

環型社会への対応） 

 

第９条（「行動憲章」の周知徹底） 

「行動憲章」は、役員・社員がいつでも閲覧し確認できるような方法で公表しま

す。 

2.「行動憲章」の理解促進のための研修を適宜実施します。 

3.とりわけ、重要性・危急性の高い課題については、より具体的なマニュアルを

作成します。 



第 10 条（実施および推進部署） 

 「行動憲章」の実施および推進は、「コンプライアンス委員会」と、「コンプライ

アンス統括部」（総務部が担当）が行います。 

 「コンプライアンス委員会」は「行動憲章」の制定、運用等の承認機関として、

「コンプライアンス統括部」は施策の実施、推進機関として機能します。 

 

第 11 条（「行動憲章」に関わる相談窓口） 

 「行動憲章」に関わる事柄で、職場内だけでは解決が難しい場合や上司に相談す

ることが適当でない場合の相談、または「行動憲章」についての問い合わせには、

「コンプライアンス統括部」内にある「ヘルプライン」にお尋ねください。 

  

第 12 条（「行動憲章」違反に対する措置） 

      「行動憲章」に違反した場合、「就業規則」の制裁に関する規定に基づく処分の

対象となります。また、違反者に悪意や重大な過失があったと認められた場合、

会社は経済的損害に応じて違反者に損害賠償を請求することがあります。 

 

第 13 条（「行動憲章」の改定） 

  本綱領で示された内容の改定は、「コンプライアンス統括部」の起案により「コン

プライアンス委員会」の審議を経て決定されます。 

第 14 条（施行期日） 

  本綱領は平成 30 年 1 月 9 日施行。 

 


